
















は ％、米国は ％、 は ％の削減が約束された。 年から第一約束期間が
始まるのを前にして、国際社会における地球温暖化問題への関心はより一層、高









で議論が行われており、 年 月 日からは国連本部で カ国の首脳を含む約
カ国の代表が参加して、気候変動問題に関するハイレベル会合が開かれた。ま
































る「バード・ヘーゲル決議（ ）」が 対 の全会一致で採択されていた 。
また、ブッシュ政権が温室効果ガスの削減策に対して消極的な要因の一つとして、
石油産業からの影響力がしばしば指摘されているが、世界最大の民間石油会社であ






































注目を集めている。 は 年 月に報告書を公表し、かなり厳格な排出量
小 尾 美千代
松山貴代子「第 議会に提出されている気候変動法案（米国）上院法案の比較と各界の反応」
















































坂口功「地球環境問題とグローバル・ガバナンス」『国際問題』 、 年 月、 頁。
文部科学省、経済産業省、気象庁、環境省（報道発表資料）「気候変動に関する政府間パネル（ ）













































室効果ガスの単位当り排出量（ ）を 年よりも ％削減す
ることであった。温室効果ガスの単位当り排出量は「原単位」と表記されることも
あるが、 単位当りの温室効果ガスの排出割合を示したものである。気候変動
に関する活動を行っているシンクタンクであるピューセンタ （ー ） が
行った「気候変動イニシアティブ」の分析によると、目標が達成されたとしても
年までに温室効果ガスの絶対的排出量は ％増加し、それは京都議定書での基
準年である 年よりも ％の増加にあたるという。そもそも、 単位当りの
排出量は、エネルギー効率の改善、新たな情報通信技術の導入、重工業から低エネ
ルギー集約産業への転換などの結果、過去 年間以上にわたって減少傾向にあり、














































































































































その後、この法案は 年 月 日に「 年気候管理法案（
）」（ ）として再び提出された。さらに、その内容を拡大し、
上院本会議で審議予定であったエネルギー法案（ ）に対
する修正法案（ ）として再提出されたものの、結局、 年 月























































（ ）法案（ ）」、「カーパー・フェインスタイン（ ）
法案（ ）」、「ケリー・スノ （ー ）法案（ ）」、「アレクザンダー・
リーバーマン（ ）法案（ ）」、「カーパー法案（ ）」、「サ
ンダース法案（ ）」、「ビンガマン・スペクタ （ー ）法案
（ ）」の つであり、下院に提出されている法案は、「オルバー・ギルクレス





























































































となっており、 年 月には としての温室効果ガス排出削減目標が設定さ
れた。これは国連気候変動枠組条約で定められている 種類の温室効果ガスを対象



















カリフォルニア州による は、すでに米国内の 州 および、カナダのオン
タリオ、ブリティッシュ・コロンビアの 州が採用を表明している。このうち、
のメンバーでもあるブリティッシュ・コロンビア州とカリフォルニア州は















先権放棄の申請を に提出しているものの、 は結論を 年末まで持ち越
すとの声明を 年 月に発表したことから、シュワルツェネッガー知事は、即
日、半年にあたる 年 月 日までに結論が下されない場合には、訴訟を起こす
旨の文書を に提出した 。この問題に関しては、カリフォルニア州出身のボ
クサ （ー ）上院議員が議長を務める環境・公共工事委員会において、
月 日に公聴会が開かれ、さらに、 日には に対して 月 日までに温室
効果ガス排出をめぐる権利放棄の決定を行うように 長官に求める法案








である 。 は、 年にニューヨーク州のパタキ知事がメイン州からメリー
ランド州までの 州の知事に対して、キャップ・アンド・トレード型の排出量取引
制度についての議論へ参加を呼びかけたことをきっかけに形成された排出量削減プ
ログラムである。 年 月に 州 の間でプログラムに関する正式な協定
小 尾 美千代
大塚俊和「米国における温室効果ガス排出量規制最新動向 総量規制へ向かう米国」『エコロー











（ ）が締結され、 年 月に、この協定に基づいて
プログラムを実施するための各州における具体的なルールであるモデル規定








維持した後に、 年から 年間で現行水準から ％の削減を達成するというプロ





























































であった参加団体の数は、 年 月現在では つの市、 つの郡、 つの大学
を含めた に増加している 。参加メンバーは 年から 年までの温室効果ガ
スの平均排出量を基準として、 年から 年までの第 期間に毎年 ％ずつ、
合計 ％削減することが目標として設定された。現在は 年から 年までの第
期間にあり、 年までに ％削減することが目標となっている。 での取

















て、 年以内に現状の ％、 年以内に ％、 年以内に ％を
目標として設定し、さらに、 年までに現状より ％削減するとの長期目標












キャタピラー（ ）、デューク・エナジー（ ）、 カリフォルニア（















対した。しかしながら、 の設立メンバーでもあり、 年 月から の
























































































































点となっており、 年 月に開催される の主要な議題ともなっている。
こうした中で 年 月には国連で気候変動問題に関するハイレベル会合が開か
れ、また、その直後には米国政府の主催による カ国と 代表が参加した主要排
出国会議が行われた。より実効性のある地球温暖化対策を行うためには主要排出国
の参加は不可欠であり、その点で米国による影響力は大きいものの、これまでのと
ころ米国政府による気候変動政策の基本的な位置付けに大きな変化は見られていな
気候変動問題に関する政策アイディアの共有と対立 米国政府、議会、州政府、民間レベルにおける多元的取り組み
─ ─
い。現在、 期目であるブッシュ政権は 年に政権交代することになっており、
今後も大きな政策変化は期待できないとの見方も少なくない。しかし、政府に対し
て温室効果ガスの規制を含めた積極的な政策を要求する圧力は米国内でも高まって
きており、今後の国際社会におけるポスト京都をめぐる議論の活発化とともに、連
邦政府レベルにおいても温室効果ガスの規制が政策議題となることが期待される。
小 尾 美千代
